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1 はじめに

コーポレート･ガバナンスに関する議論や研究

は､1990年代前半から､先進諸国において活発

に行われてきた｡コーポレート･ガバナンスが必

要とされた第1の要因は､企業不祥事への対処を

めぐってである｡そのため､企業不祥事の再発を

防止するには､経営監視 ･統制の仕組みはどう

あるべきか､が問われていたことが挙げられる1｡

第2の要因は､企業競争力の強化をめぐってであ

る｡そのため､企業競争力を高めるには､いかな

る経営意思決定の仕組みと､いかなる経営監視 ･

統制の仕組みとが望ましいか､が問われていたこ

とが挙げられる2｡

先進諸国において議論や研究が進められていく

なか､1990年代後半からは､発展途上国におい

ても議論が始まった｡発展途上国では､先進諸国

に比べ､企業数が少なく､企業の活動が活発で

はないことが考えられる｡しかし､今後の経済

成長を考えると､発展途上国においても､コーポ

レート･ガバナンスは避けることのできない問題

であるといえよう｡そのため､発展途上国におい

ても､コーポレート･ガバナンスに関する議論や

研究の必要性が高まってきたのである｡なかでも､

OECDの取り組みが､発展途上国のコーポレート

ガバナンスに関する議論を進展させる大きな要因

となったoOECDは､発展途上国にもコーポレー

ト･ガバナンスが必要であるとの見解から､地

域を5つのブロックに分けて､それぞれでコーポ

レート･ガバナンスに関する円卓会議 (以下 ｢地

域円卓会議｣という)を開催させ､地域ごとに議

論を進めたのである｡地域円卓会議を契機として､

発展途上国のコーポレート･ガバナンス議論は大

きな進展を遂げることになり､今日においても活

発に議論が行われている｡いまだに､発展途上国

は､コーポレート･ガバナンス構築が鈍いとの指

摘が多いなか､地域円卓会議における取り組みは､

この指摘を大きく覆すものである｡また､コーポ
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レート･ガバナンスの研究は､先進諸国だけでな

く､発展途上国へも目を向けることでコーポレー

ト･ガバナンスの本質を知ることができるものと

考えている｡その点においても､これまで､着目

されてこなかった発展途上国のコーポレート･ガ

バナンスに関する研究は､重要な意味を持つとい

えよう｡

そこで､本稿では､地域円卓会議における議論

の進展を明らかにすることで､発展途上国のコー

ポレー ト･ガバナンスに焦点をあてた研究の必

要性を明らかにすることを目的とする｡そのた

め､第2節では､発展途上国においてコ-ポレ-

卜･ガバナンスが必要となった背景を論じ､地域

円卓会議が開催されるに至った経緯を論じる｡ま

た､第3節では､地域円卓会議における議論の進

展と発展途上国における課題を検討する｡さらに､

第4節では､発展途上国において進められている

コーポレート･ガバナンス改革を具体的に論じるO

そして､第5節では､今後の地域円卓会議がどの

ような議論を進め､発展途上国各国へ影響を与え

るのか､展望を論じる｡

2 コーポレート･ガバナンス改革が求め

られた背景とコーポレート･ガバナン

ス原則

2.1 発展途上国においてコーポレー ト･ガバナ

ンスが求められた背景

発展途上国においては､コーポレート･ガバナ

ンスが求められるようになった背景には､第1に､

経済のグローバル化を背景として､発展途上国で

も企業の競争力強化を目指し､経済発展をもたら

そうとしたことが挙げられよう｡また､近年､発

展途上国のかなでも､BRICsに代表されるように､

経済成長の目覚ましい国が増えてきている｡これ

らの国に属する企業の規模が大きくなるにつれ､

コーポレート･ガバナンスの必要性が高まってく

ると考えられよう｡

第2に､発展途上国の経済成長にともない､先

進諸国の投資家による投資が増えていることも

コーポレート･ガバナンスが求められた要因とし

て挙げられよう｡また､先進諸国の投資家などは､

ファミリー企業を中心とした閉鎖的とされる発展

途上国の企業に対し､積極的なコーポレ-ト･ガ

バナンス構築を求めていることが考えられる｡

第3に､アジア通貨危機を背景とした発展途上

国における法整備が問題となったことが挙げられ

る｡アジア通貨危機の深度を増幅した要因の1つ

として､アジア地域における企業の透明性欠如等

のコーポレート･ガバナンスの不備が指摘されて

いる30そのため､コーポレー ト･ガバナンスの

確立および強化が経済安定化をうながす施策の1

つとして位置づけられたのである4｡また､アジ

ア通貨危機の要因であった債務累積の根幹には

ファミリーの経営支配というコーポレート･ガバ

ナンス上の問題があるとの認識があるとされてい

る5｡発展途上国の企業では､規模の大小を問わ

ず､株式の公開 ･非公開を問わず､ファミリー企

業が支配的な企業形態であるため､いかに､ファ

ミリー企業を中心とする地場企業の経営内容を改

善し､法的に規制するかが問題となったのである

6｡このような問題を背景として､発展途上国に

おいてもコーポレート･ガバナンスが求められる

ようになったと考えられる｡

2.2 0ECDコーポレート･ガバナンス原則の策

定と地域円卓会議の開催

先進諸国では､コーポレート･ガバナンスに関

する議論の深まりとともに､コーポレー ト･ガ

バナンスに関する統一基準の必要性が高まった7｡

そこで､しだいにコーポレー ト･ガバナンス原

則 (以下 ｢原則｣という)の策定が相次いだので

あるS｡なかでも､OECDが公表した 『OECDコー

ポレー ト･ガバナンス原則 (以下 ｢OECD原則｣

という｣)9』は､｢非拘束制｣と ｢参照可能性｣と
いう特徴をもち､各国のコーポレート･ガバナン

ス構築に大きな影響を与えることになったo

OECDは､原則の検証作業を行うため､世界銀

行と共同でグローバル ･コーポレート･ガバナン

ス ･フォーラム (GCGF)を結成し､どのように
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原則を中心としたコーポレー ト ガバナンスを評

価するのがよいか､コーポレート･ガバナンスを

より世界に普及させ､どのようにインセンティブ

を得ていくのがいいのかについて､研究を行って

いる1｡｡また､発展途上国においてもコーポレー

ト･ガバナンス改革が必要であるとの見解から､

OECD非加盟国が集まる地域を5つのブロックに

分割して､OECD原則を広めることにしたのであ

る11｡この地域円卓会議の開催が､発展途上国の

コーポレ-卜.ガバナンス議論を活発なものとさ

せ､今日にいたるまでのきっかけとなったのであ

る｡

地域円卓会議は､GCGFと世界銀行グループが

中心となって行われており､アジア12､南東ヨー

ロッパ 13､ユーラシア14､ラテンアメリカ]5､ロ

シアで議論を深化させている16｡各円卓会議には､

地域に属する国から､規制当局､政策担当者､専

門家､企業経営者､非政府組織 (NCO)などが

参加している｡地域円卓会議の目的は､コーポレー

ト･ガバナンスの特徴や課題を示したコーポレー

ト･ガバナンス白書 (以下 ｢白書｣という)を策

定することであった｡

地域円卓会議の開催を端にして､発展途上国に

おけるコーポレート･ガバナンスの議論は､大き

く進展することになったのである｡そこで､次節

では､発展途上国のコーポレート･ガバナンス議

論にさまざまな影響を与えている､地域円卓会議

の議論と自書について､詳しく論じていく｡

3コーポレー ト･ガバナンス白書の策定
と各地域の課題

3.1 地域円卓会議における議論と発展途上国の

コーポレート･ガバナンス構築

地域円卓会議は､2000年前後に各地域で始ま

り､年1回のペースで開催されているOそれぞ

れの円卓会議における今日までの議論の流れは､

白書策定までの議論､(2)白書策定後の議

の2つの段階に分けることができる｡ここで

は､(1)白書策定までの議論､を論じ､(2)白

書策定後の議論､については､次節で論じること

にする｡

各地域における白書策定までの議論の流れを概

観したところ､その流れには共通した部分がある｡

まず､各地域では､議論の第1段階として､第1回､

もしくは第2回の会議において､情報開示 ･透明

性に関する議論を行った｡これは､アジア通貨危

機の原因が､情報開示 ･透明性の欠如を主とした

コーポレート･ガバナンスの不備であったと指摘

されていたため､発展途上国が取り組むべき､最

初の議題として扱ったと考えられよう｡いくつか

の地域では､情報開示 ･透明性に関する議論を何

度か行っていたことからも､各地域が情報開示 ･

透明性の重要性を認識していたことがうかがえる｡

つぎに､第2段階として､株主をはじめとした利

害関係者の権利に関する議論を行った｡ここでは､

各国の株主権利の制度などに関する議論を中心に

行った｡発展途上国の多くでは､一部の株主によっ

て権利が掌握されており､少数株主などの権利が

侵害されるという問題を抱えているため､情報開

示 ･透明性とあわせて､権利の保護が重要視され

ている｡そして､第3段階として､企業経営機構

に関する議論を行った｡ここでは､先進諸国と同

様に､企業経営機構改革の必要性を議論し､いか

にして､企業経営機構改革を行うかを示した｡こ

のように､地域円卓会議では､発展途上国におい

て､改革をすべき重要な部分から議論が重ねられ､

白書の策定に至ることになったのである｡

コーポレート･ガバナンスは､利害関係者､情

報開示 ･透明性､企業経営機構､の3部から構成

される17｡つまり､これらの制度を整えることで､

コーポレー ト･ガバナンス構築を進展させること

ができるのである｡地域円卓会議の議論の流れは､

発展途上国各国がコーポレート･ガバナンス構築

を行う際の議論の流れにも適応できると考えてい

る｡地域円卓会議では､重要視する問題から議論

を行っていたことからも､発展途上国各国は､こ

の順番で論じていき､コーポレート･ガバナンス

構築を行うことが賢明だろうC



38 神奈川大学大学院経営学研究科 F研究年報』第13号 2009年3月

3.2 コーポレー ト･ガバナンス白書の策定と役

割

各地域円卓会議では､それまでの議論をもとに､

2002年から2004年の間に相次いで､白書 を策定

した18｡それぞれの自書は､OECD原則を基本的
枠組みとしながら､円卓会議での議論をもとに､

これまでの進捗状況を解説 し､残 された課題を特

定するとともに､政策立案者や技術支援供与者の

指針となる具体的な提言を行っている】9｡

ここで､OECD原則､白書､各国原則の相関関

係を示すと図1のようになる｡まず､OECD原則は､
規範原則として､白書の策定に直接的に影響する｡

また､自書は､指針原則としての役割を担い各国

のコーポレー ト･ガバナンス規則の策定に影響を

与える｡そして､各国のコーポレ- 卜･ガバナン

ス規則は､白書に再び反映されるように､定期的

に調査 ･報告される｡このようにして､各地域で

策定された白書は､各国の実行原則に影響を与え､

各国の実行原則によって､企業のコーポレー ト･

ガバナンス改革を進展させることになるのである｡

近年では､調査報告も行われており､各国がど

れだけ改革を進展 させたかを比較することも可能

となっている｡これについては､次節で詳 しく論

じていくことにする｡

3.3 各地域の改革課題

各地域で策定 された白書には､表1にあるよう

に優先 して改革すべき課題を6つほど挙げている｡

それぞれの地域によって､課題や特徴は異なって

くるものの､提示 された課題を照らし合わせると､

共通 した課題が浮かび上がる｡

それぞれの地域が抱える共通 した課題として､

図1 発展途上国におけるコーポレー ト･ガバナンスと原則

(出所)小島大徳 [2007]136頁

実
行
原
則

1. 世界標準コーポレー ト･ガバナンス原則の性質は2つある｡
(∋非拘束性
②参照可能性

2. 各経済ブロックの 『白書』の作成に直接的影響する｡
①世界5ブロックの 『白書』の前提となる｡
(診ELT等の経済統合の際､会社法などの策定の基礎となるo

1. 経済ブロックごとのコーポレー ト･ガバナンスを構築する｡
2.OECD原則の遵守状況を詳細に検討する｡
3. 各国の企業経営機構体制などの緩やかな統一を促す｡
4. 各国の利害関係者に関する規定を要求する｡

1. 上場規則に採用する｡
2. 会社法に取り入れる｡
3. 各国内私的機関の原則が参照する｡
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(1)少数株主の保護を中心とした株主の権利保

護に関する課題 (アジア:課題1･課題5､南東ヨー

ロッパ:課題4､ユーラシア:課題4･課題5､ラテ

ンアメリカ:課題1･課題2)､(2)非財務情報を中

心とした情報開示 ･透明性に関する課題 (アジア:
i/

課題3､南東ヨーロッパ:課題6､ユーラシア:課題

2､ラテンアメリカ:課題3､ロシア:課題2)､(3)

取締役会改革および取締役研修に関する課題 (ア

ジア:課題4､南東ヨーロッパ:課題3･課題5､ユー

ラシア:課題6､ラテンアメリカ:課題4)が挙げら

れる｡

それぞれの課題に関する要因を考えると､まず､

(1)少数株主の保護を中心とした株主の権利保護

に関する課題､では､発展途上国の企業形態とし

て支配的であるファミリー企業では､大株主と経

営者により少数株主が搾取される可能性があり2｡､

他の株主の権利が侵害されるという問題を含んで

いるためである｡また､(2)非財務情報を中心

とした情報開示 ･透明性に関する課題､において

も､(1)の要因と同様にファミリー企業が中心で

あるため､一部の株主や経営者にのみ情報が伝わ

り､外部者には情報が伝えられていないという問

題を含んでいるためである｡小島大徳 [2007]は､

｢ファミリー企業の存在を前提とした施策に関し

ては､情報開示 ･透明性の機能に期待するしかな

い2】｣と論じている｡地域円卓会議における議論
が情報開示 ･透明性から始まったことからみても､

この改革が最も求められているといえよう｡そし

て､(3)取締役会改革および取締役教育に関する

課題､では､各地域において､先進諸国でも活発

に議論された企業経営機構に関する問題を挙げて

いる｡なかでも､独立取締役の必要性が各地域で

論じられているものの､そのなり手が不足してい

ることや､知識の不足といった経営者の資質を問

題視しており､教育機関の設置や何らかの研修の

必要性がさけばれている22｡

このように､それぞれの地域で課題は異なって

いるものの､発展途上国全体の課題として､上述

の3つに分類される｡これらは､先進諸国におい

ても､その背景は異なるものの同様の問題を抱え

ていたことから､先進諸国における改革をうまく

利用しながら､改革を進めることが必要となるだ

ろう｡

4 白書策定後の地域円卓会議における議

論と白書の浸透調査報告

4.1 地域円卓会議における新たな議論の展開

地域円卓会議では､白書策定に至るまでの議論

のなかで､明らかとなった課題を解決するために､

新たな議論へと移っている｡そのなかでも､多く

の地域で取り組まれているものが､銀行や国有企

業に焦点をあてたコーポレー ト･ガバナンスの議

論である｡

第1に､銀行に焦点が当てられた背景には､ア

ジアやユーラシアでは､銀行の借り入れによる出

資が多いことが挙げられる｡アジア白書において､

｢銀行のガバナンスが弱いことは､銀行の株主に

対するリターンを低くするのみならず､問題が拡

散すれば､金融システム全体を不安定化させ得

る｡ ･ ･(中略)- ･そのため､銀行部門の健

全なコーポレート･ガバナンス慣行を促進するこ

とが必要である23｣と提言 している｡つまり､銀
行がしっかりとしたガバナンスを構築しなければ､

アジア危機のような問題が再び発生するとの考え

があり､銀行のガバナンスを重要視して議論を深

めているのである｡

第2に､国有企業に焦点が当てられた背景には､

南東ヨーロッパやユーラシアに多くある市場経済

移行国について､いまなお､国有企業の影響が強

いためといえよう｡とくに､農業や鉄道などイン

フラス トラクチャーを提供する役割を持ちながら､

不祥事の頻発や業績の低迷が起こる場合は､民間

企業のようにコーポレート･ガバナンスが重要視

されるのである24｡そのため､OECDは 『国有企

業コーポレート ガバナンス原則25』の策定も行っ

ており､これを参考にしながら､国有企業のコー

ポレー ト･ガバナンス改革も進められると考えら

れる26｡

このように､発展途上国では､コーポレー ト･
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表1 コーポレ- 卜･ガバナンス白書で示された各地域の改革課題

コーポレート.ガバナンスに関する課題

アジア 課題1 企業､株主､その他の利害関係者の良いコーポレート.ガバナンスに対する認識を向上さ宜

るため､官民を挙げた取り組みが継続されるべきである

課題2 すべての国.地域は､コーポレート.ガバナンスに関する法律 .規制がきちんと実施 .施行
されるよう努力すべきである

課題3 アジア円卓会議参加国は､会計 .監査 .非財務事項の開示について､国際的基準 .慣行に
十分に収赦するよう努力すべきであるoもし収赦させることが当面できない場合に､国内の
基準設定主体は､国際的基準 .慣行から禾離しているとの事実と､その理由を開示すべき
である○企業は､財務諸表の個別項目において､適当な場合には､この ｢蔀離についての開示｣
を再掲するか､参照として記述すべきである

課題4 取締役会は､経営戦略計画策定､内部統制体制の監視､経営者 .支配株主やその他のイン
サイダーが関与する取引について独自審査などに､積極的に参加すべきである

課題5 非支配株主は､法 .規制の枠組みにより､インサイダーや支配株主による不利益から十分
に保護されるべきである

課題6 政府は､銀行規制および銀行のガバナンスの改善のために更なる努力をすべきである

南東ヨーロッパ 課題1 コ-ポレート.ガバナンスに関する法律 .規制が実施 .施行されるよう努力すべきである

課題2 民間部門の関与を増やし､コ-ポレート.ガバナンス文化の発達を促進するべきである

課題3 コーポレート.ガバナンスに重要なすべての当事者と専門家のために､トレーニングを展開
するべきである

課題4 少数株主をインサイダーや支配株主による不利益から保護するべきである

課題5 取締役会を強化するべきである

課題6 国際標準と会計､監査､非財務情報の公表のために稚持発展していくべきである

ユーラシア 課題1 民間部門の発展を促進するべきである

課題2 情報開示 .透明性を向上させるべきである

課題3 実施と施行を強化するべきである

課題4 株主権利を強化するべきである

課題5 少数派株主を保護するべきである

課題6 戦略的な計画とモニタリングにおいて取締役会を強化するべきである -

課題7 政府は､銀行規制及び銀行のガバナンスの改善のために更なる努力をするべきである

ラテンアメリカ 課題1 株主の議決権を真筆に受けとめるべきである

課題2 会社形態が変わる際や上場廃止の際に､既存の株主を不利のないように適正に扱うべきで
ある

課題3 財務報告を確実にし､関連会社間取引の情報開示を改善させるべきである

課題4 実行的な取締役会を発展させるべきである

課題5 法律に基づいた枠組みの特性､有効性､予測可能性を改善するべきであるo地域で継続的
に協力するべきである

ロシア 課題1 コーポレート.ガバナンスに関する法律の実施と施行を強めるべきである

課題2 透明性と一貫性を確実にするべきである

課題3 民間部門の関与を増やし､コ-ポレート.ガバナンス文化の発達を促進するべきである

課題4-継続的なサポートと改革の進展調査をするべきである

(出所)OECD [2002]､OECD [2003a]､OECD [2003b]､OECD [2003C]､OECD [2004a]をもとに筆者作成｡
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ガバナンスの適応範囲を銀行や国有企業へと広げ

ている｡先進諸国においても､銀行や国有企業の

影響力は大きいため､発展途上国における議論は､

先進諸国でも参考となる取り組みであろう｡なお､

本稿では､議論の推移を概観するため､J=れらの

詳細については､次稿以降で詳しく論じていきた

い ｡

4.2 アジア円卓会議参加国におけるコーポレー

ト･ガバナンス改革の調査報告

各円卓会議では新たな議論の進展とともに､前

節の図1で示したように､参加国のコーポレート･

ガバナンス改革の進展に関して､定期的な調査報

告を必要としている｡2008年現在までに､その

取り組みは､アジア円卓会議やラテンアメリカ円

卓会議において行われている｡なかでも､アジア

円卓会議では､2007年の会議において 『コーポ

レート･ガバナンス報告書 (以下 ｢アジア報告書｣

という)27』を公表し､白書策定以降における各

国の改革の詳細を明らかにした28｡これを2003年

時点の各国のコーポレート･ガバナンスと比較し

てみると､白書策定の時点で､コーポレート･ガ

バナンス構築が鈍かった国において､改革の進展

度が高いことが明らかとなった29｡とくに､表2

にあるように､バングラデシュでは､多くの制度

が他国と同程度あるいはそれ以上の改革が行われ

たのである｡

バングラデシュにおけるコーポレー ト･ガバ

ナンスの変化をみてみると､企業経営機構改革

が顕著に進んだといえよう｡企業経営機構では､

2003年の時点において､独立取締役の選任の義

務づけや監査委員会の設置などが義務づけられて

いなかった｡しかし､今日では､これらの義務づ

けを行い､さらには､取締役の人数の上限や任期

の上限を定めるなどの改革が進められた｡また､

情報開示 ･透明性においても､2003年の時点では､

非財務情報の開示が義務づけられていなかったも

のの､今日では､比較対象にした全ての項目で開

示が義務づけられるようになったのである｡

バングラデシュにおいて､このような改革が

進められた背景には､バングラデシュ証券取引等

委員会が2006年に 『コーポレー ト ガバナンス ･

ガイドライン (以下､｢バングラデシュ原則｣と
いう)30』を策定 したことが挙げられる｡これに

よって､バングラデシュの上場企業は､バング

ラデシュ原則について ｢遵守か説明 (compliance

orexplain)｣をすることが求められるようになっ

たのである｡このように､発展途上国におけるコー

ポレー ト･ガバナンス改革にも､原則の影響が大

きくなっているといえよう｡

アジア報告書が示す特徴のなかで､バングラデ

シュ以外の国で明らかになったものに､前回の調

査では､マレーシアで始まっていた取締役研修制

度の義務化が､パキスタンでも義務づけられるよ

うになったことが挙げられる｡また､取締役の任

意の研修を可能とする組織的枠組みも､全ての国

で整えられていることが挙げられる｡発展途上国

が研修制度を必要とする目的は､各国内の取締役

数を増やし､経営者不足への対処や独立取締役の

増加を図るものである31｡他にも､2003年の時点

と比較して進展がみられる様子がうかがえ､アジ

ア各国では､白書策定後に､それぞれの課題を解

決しようとする姿がみられるといえる｡他の地域

では､まだ調査報告書の策定に至るまで議論が進

められていないが､アジアと同様に､コーポレー

ト･ガバナンス改革の進展が図られていると考え

て良いであろう｡

5 地域円卓会議における議論の展望と原
則の策定

5.1 コーポレー ト･ガバナンス自書の策定

地域円卓会議が開催されてから今日に至るまで､

白書の策定を始めとして､発展途上国における

コーポレート･ガバナンス構築もしだいにすすめ

られてきている｡これは､地域円卓会議における

成果の一部といえよう｡

さて､地域円卓会議における議論は､これから､

図2のような展開をしていくと考えられる｡ここ

では､地域円卓会議における議論の進展と今後の
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表2 発展途上国におけるコーポレー ト･ガバナンス改革の進展-バングラデシュを例にして一

2003年 2007年

Ⅰ企業経営機構構造

コーポレート.ガバナンス構造の基本

1.取締役の人数の上限下限を定めている 下限 :3名上限 :なし 下限 :5名上限 :20名

2.労働者代表の取締役会参加が認められている × ×

取締役の選解任規定および義務規定

1.取締役任期の上限が定められている × ○

2.取締役の時差的な任期規則が定められている × ×

3.取締役の継続的な研修の義務づけられている × ×

4.取締役の任意研修を可能とする組織的枠組みが設けられている × ○

独立取締役の規定

1.法令による取締役会への独立取締役選任が義務づけられている × ○

2.経営陣との親戚 .婚姻関係にあるものは排除される × ○

3.多数株主の関係者であるものは排除される × ○

4.関連会社の職歴を持つものは排除される × ○

5.当該会社と相当規模の取引関係にある会社の代表者は排除される × ○

取締役会と取締役に関する規定

1.取締役会への出席状況開示が義務づけられている × ○

2.監査委員会の設置が義務づけられている × ○

3.報酬委員会の設置が義務づけられている × ×

4.指名委員会の設置が義務づけられている × ×

5.その他の委員会の設置が義務づけられている × ×

Ⅱ株主の権利

1.郵便による議決権の行使が認められている × ×

2.電話ビデオ会議による議決権の行使が認められている × ×

3.その他の手段による議決権の行使が認められている × ×

4.株式発行の承認が認められている × ○

5.株主代表訴訟が定められている × ×

Ⅱ情報開示 .透明性

1.コ-ポレート.ガバナンス関連情報の開示が義務づけられている × ○

2.取締役 .主要経営陣の報酬に関する開示が義務づけられている × ○

3.コーポレート.ガバナンス規範からの禾離に関する開示が義務づけら × ○
れている

(出所)OECD [2007]と小島 [2007]124-125,129-130頁.をもとに､筆者作成｡

展望として､(1)白書の策定に関する議論と白書 新たな白書などの策定､(3)地域原則の策定に

の策定､(2)自書で示された課題に関する議論と 向けた議論と各地域コ-ポレート･ガバナンス原
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則の策定､の3つに分類したOそこで､本節vTjま､
これらを詳しくみていくことにする｡

第1に､白書の策定に関する議論と自書の策定､

についてみていく｡ここは､図2の左側の部分に

あたる｡ここは､本稿でも詳しく論じてきたよう

に､白書策定に至るまでの地域円卓会議における

動きである｡各地域の円卓会議では､1990年代

の後半以降､さまざまな議論を重ねてきた｡その

成果として､OECD原則を参考にして､自書を策

定したのである｡第4節でも論じたように､白書

は､各国のコーポレート･ガバナンス改革に大き

な影響を与え､各国がさまざまな改革を進める契

機となったのである｡地域円卓会議における議論

や白書の策定が､発展途上国においても､本格的

にコーポレート･ガバナンス改革が進められる要

因となったといえよう｡

5.2 各国の課題に焦点をあてた新たな白書の策

定

第2に､課題に関する議論と新たな白書の策定､

についてみていく｡ここは､図2の中央の部分に

あたる｡第4節でも論じたように､今日の地域円

卓会議では､銀行や国有企業のコーポレート･ガ

バナンスに焦点があてている｡現段階では､各地

域で議論が深められている状態であるが､OECD

によって国有企業原則が策定されたことにより､

今後は､さらなる進展として､新たな白書の策定

が期待される｡

地域円卓会議が開催された当初は､コーポレー

ト･ガバナンスは各地域によって特徴が異なると

いう観点から､議論が始まり､OECD原則を参考に

して各地域の白書が策定された｡この流れと同様

に､国有企業や銀行のコーポレ-卜･ガバナンス

も､各地域で特徴が異なるため､OECDが策定し

たEg有企業原則や､今後新たに策定される原則を

参考にして､各地域の国有企業白書のような白書

の策定にまで進展すると考えている｡ここで､策

定された銀行や国有企業の自書は､今日策定され

ている白書と同様に､各地域のコーポレート･ガ

バナンスに影響を与え､それぞれのコーポレート･

ガバナンス構築を促進させる材料となるだろう｡

このように､銀行や国有企業のコーポレート･

ガバナンスといった議論に関しても､各地域に

よって特徴が異なるため､それぞれに合わせた白

書の策定へと進展し､その改革に役立てられてい

くと考えられる｡

5.3 各地域コーポレー ト･ガバナンス原則の策

定にむけて

第3に､地域原則の策定にむけた議論と原則の

策定､についてみていく｡ここは､図2の右側の

部分にあたる,小島大徳 [2007]は､｢ブロック

的な経済統合が進められていることを考えると､

地域的な原則が策定されていくと考えられる32｣

図2 地域円卓会議における議論の進展と今後の展望

E ヨ ー 一 一E ≡ ∃

;o[cD原則を参考に策定

辛

コーポレー ト･ガバナ ンス白書

国有企業原 則など

圭 を参考に 策定

国有企業白書など

;地域原則の策定に向けた
議論

これまでの議論や

くア 白書などを参考に策定

各地域
コーポレートガバナンス原則

各国のコーポレート･ガバナンス原則や企業のコーポレート･ガバナンス構築に影響を与える

(出所)筆者作成｡
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と論じている｡つまり､EUやASEANなどの地域
ごとの経済統合が進んでいることを指摘 してお

り､その流れにともない､地域ごとの原則が策定

されるだろうと論じている｡このような指摘から

も､地域円卓会議における今日までの議論と､今

後の議論をふまえたうえで､地域ごとの原則を策

定すると考えられよう｡そして､ここで策定され

た原則は､これまでの議論や自書と同様に､各国

のコーポレート･ガバナンス構築や原則の策定に

影響を与え､企業のコーポレート･ガバナンス改

革にも役立てられるだろう｡

このように､これまでの地域円卓会議における

取り組みは､3つにわけて考えることができ､今

後は､しだいに各地域の原則の策定へとシフトし

ていくと考えている｡今日では､各国内でも独自

にコーポレート･ガバナンスに関する議論や研究

を進めており､その成果は､地域円卓会議を通じ

て､地域の国々と共有されている｡そのため､発

展途上国では､今後も､地域円卓会議の議論や白

書､原則を通じて､コーポレート･ガバナンス改

革を活発にしていくといえるだろう｡発展途上国

では､地域で協力しながら､コーポレート･ガバ

ナンスの議論と改革を深めていくといえよう｡

6 おわりに

発展途上国では､アジア通貨危機などを背景と

して1990年代後半からコーポレ- ト･ガバナン

ス改革が求められていた｡そこで､OECDが中心

となって地域円卓会議を開催し､地域ごとにコー

ポレート･ガバナンスの議論を深化させたのであ

る｡地域円卓会議では､地域のコーポレート･ガ

バナンスに関する特徴や課題を示した白書を策定

し､各国にコーポレート･ガバナンス改革を求め

たのである｡そして､白書策定後は各国で､原則

の策定を行うなど積極的なコーポレート･ガバナ

ンス改革を行っている｡

今日でも､発展途上国では､コーポレート･ガ

バナンス改革が鈍いとの考えが多いなか､本稿で

明らかにしたように､地域円卓会議を契機として､

原則の策定をはじめとした改革が進んでいたので

ある｡発展途上国におけるコーポレート･ガバナ

ンス改革の特徴には､(1)近隣の国々が協力して

コーポレート･ガバナンスに関する議論を行って

いる､(2)原則を用いた改革を積極的に行ってい

る､ (3)コーポレート･ガバナンスの適応範囲を

上場企業以外にも広げている､といったことが挙

げられる｡多くの国が協力して改革を進めること

で､地域全体のコーポレート･ガバナンスを向上

させようと取り組んでいるといえよう｡

このように､発展途上国においても､コーポレー

ト･ガバナンス改革は進展しており､先進諸国に

おいて参考となるような取り組みも行われている

のである｡世界中で議論が深化し続けているコー

ポレ-ト･ガバナンスは､先進諸国におけるコー

ポレート･ガバナンスの研究だけでなく､これら

発展途上国におけるコーポレート･ガバナンスに

も焦点をあてることが重要といえよう｡それに

よって､新たな議論の展開や先進諸国をも巻き込

んだ議論へと進展することにも繋がるだろう｡今

後は､発展途上国の企業がいかにしてコーポレー

ト･ガバナンス構築を行っているかを､より詳細

に考察していく必要がある｡

主ヽヽ
/
ー 平田光弘 [2000]81頁.

2 平田光弘 [2000]81頁.

3 OECD[2003]3頁.

4 OECD [2003]3頁.

5 星野妙子編 [2004]4頁.

6 星野妙子 ･末贋昭 [2006]275頁.

7 小島大徳 [2004]3頁.

8 コーポレー ト･ガバナンス原則については､

小島大徳 [2004]を参照のこと｡
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小島大徳 [2007]9頁.

小島大徳 [2007]9頁.

アジア円卓会議の参加国は､バングラデシュ､

中国､香港､インド､インドネシア､マレー
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シア､パキスタン､フィリピン､シンガポー

ル､韓国､台湾､タイ､ベ トナムである｡

13 南東ヨーロッパ円卓会議の参加国は､アルバ

ニア､ボスニア ･ヘルツェゴビナ､ブルガリ

ア､クロアチア､マケドニア､モル ドバ､ルー

マニア､セルビア､モンテネグロである｡

14 ユーラシア円卓会議の参加国は､アルメニア､

アゼルバイジャン､カザフスタン､グルジア､

モル ドバ､モンゴル､カザフスタン､キルギ

ス､ウクライナ､ウズベキスタンである｡

15 ラテンアメリカ円卓会議の参加国は､アルゼ

ンチン､チリ､メキシコ､ブラジル､ベネズ

エラ､ペルーである｡

16 ァフリカ､中国でも開催が予定されている｡

17 小島大徳 [2007]234頁.

1R OECD [2002]､OECD [2003a]､OECD

[2003b]､OECD [2003C]､OECD [2004a]

小島大徳 [2007]110頁.

星野妙子 ･末庫昭 [2006]9頁.

小島大徳 [2007]150頁.

OECD [2003C]52頁.

OECD [2003a]8頁.

小島愛 [2007]48頁,

OECD [2005]

国有企業コーポレート･ガバナンス原則につ

いては､小島愛 [2007]を参考のこと｡

27 OECD [2007]

28 ラテンアメリカ円卓会議では､すべての国の

調査報告は行われていないため､本稿では､

アジア円卓会議における調査報告に焦点をあ

てる｡

29 2003年時点のアジア各国のコーポレー ト･

ガバナンス構造については､小島大徳 [2006]

を参照のこと｡

3O secmitiesandExchangeCommissionl2006]

3' ァジアをはじめ､発展途上国が多く集まる

地域では､GCGFの支援のもとで､取締役

研修ネットワーク (GlobalDirectorTraining

Networks)を構築 し､地域が協力して研修

制度に関する議論を行っている｡取締役研修

ネットワークは､今日までに､東アジア､南

アジア､ヨーロッパ及び中央アジア､ラテン

アメリカで構築されており､各国が自国の研

修制度に関して議論をもちより､協力して研

修制度を構築する動きにある｡

32 小島大徳 [2007]116頁.
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